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１. 児童が委託されている里親数の推移（2018〜2022年度） ＊区分は重複あり

福祉⾏政報告例を元に作成

児童が委託されている里親数全体のうち、専門里親は3.3％
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２. 認定及び登録里親数の推移（2018〜2022年度） ＊区分は重複あり

福祉⾏政報告例を元に作成

専門里親と親族里親の登録里親数は低迷が続いている
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○養育里親と専門里親のすみ分け

養育里親とのすみ分けができていないとの回答が４割だっ
た。できていない理由として、「専門里親の対象児童を養
育里親に委託しているため」の回答が多く、「専門里親に
委託する児童の基準が不明確であるため」「専門里親の希
望者や登録家庭が少ないため」との回答が複数見られた。

○専門里親への委託期間原則2年について

「委託期間が2年を超える場合は、専門里親として養育を継
続している」が4割だった。

○専門里親制度の見直しとそのあり方

専門里親制度を見直す必要性に対して尋ねたところ、「そ
う思う・計」が7割だった。

見直すべき具体的な内容は、必要と認められるケースにつ
いては、こどもの状態に応じた被虐待加算等をつけていく
必要性についての回答が多かった。そのほか、専門里親に
委託するこどもについての適用基準の見直し、専門里親の
登録有効期間の延長、こどもの委託期間、支援体制、里親
制度全体のあり方についての整理など多岐にわたる意見が
あった。

早稲田大学（2025）専門里親研修及び制度のあり方に関する自治体調査報告書から抜粋

３．自治体の現状

養育里親と専門里親のすみ分けが困難な自治体もあり、対象児童を養育里親に委託している
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○専門里親になろうと思った理由(認定研修参加者57名)

複数回答では「専門的ケアができるような知識・スキルを
得たいと思ったため(45件)」が最も多く、次に「自治体(児
童相談所)から依頼されたため(15件)」が多かった。

○専門里親としての受託経験(更新研修参加者165名)

専門里親としての受託経験を尋ねた質問への回答では、
「ない」が35%にのぼった。

○専門里親制度の見直しとそのあり方(更新研修参加者165名)

今後見直す必要があると感じるかを尋ねたところ、約 6 割
が専門里親制度を見直す必要があると回答。

あり方は「専門里親の対象児童の養育期間2 年の上限撤
廃」が74 件、「専門里親に限らず、被虐待児等の専門的ケ
アへの加算制度」「レスパイト及び行動観察等のための病
院や施設等へのレスパイトの利用連携」が63 件だった。

図 2.9. 専⾨⾥親制度のあり⽅
早稲田大学（2025）2024年度専門里親研修参加者のアンケート結果報告書から抜粋

４. 専門里親研修参加者アンケート①

約4割は専門里親として委託された経験がない。専門的ケアができるよう知識・スキルを得たい里親が多い。

(n=165)
(n=165)

(単位：件) (単位：件)



2024年度専門里親研修参加者のアンケートから

• すべての子が見えない問題を抱えて
いるし、施設では対応できない子ど
もを里親に預けることもあるため、
初めから専門里親レベルの知識が必
要

• ほとんどの委託児童が専門的ケアを
必要だと思うほどになってきており、
今後見直すべきことが多くなってい
くと感じる

• 専門里親でなくても困難事例が増え
ている
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必要な知識・スキル

• 委託される子どもは大抵何らかの障
害を持っていて養育里親さんに預け
られているため、専門里親の意味が
ないと思う。

• 専門里親になっていても、障害のあ
る子どもがいても、養育里親として
の委託になるのが疑問に思う。２年
に1度勉強しており専門里親の対応
を考えてほしい。

• 専門里親に登録しても専門性で委託
されることがない。専門里親登録し
ていないくても難しいケースもあり、
垣根が分からない。

専門里親としての委託

• ますます困難な児童が増えていくと
思われる中で、きめ細やかな対応や
里親へのケアを考えてほしい

• 児相の担当職員の専門性を高めるこ
とも連動して進めてほしい

• 重い障害児を養育する里親に専門里
親になってもらい、（研修で）学ん
でもらうことを通じて質の高い養育
を提供してもらうのはどうでしょう
か

支援機関への要望

４. 専門里親研修参加者アンケート②

専門里親レベルの知識が必要な子どもが多く、支援機関の専門性や細やかな対応を求めている。



①基礎の底上げと段階的な学び

• 里親認定前研修の段階で到達レ
ベルに自治体間でばらつき。

Ø まずは基礎的な部分を底上げし
てから、専門的な研修を積み上
げていくことが必要。また、参
加者の養育経験や状況を把握し、
それに照準を合わせた研修を提
供すること。

②実践的なスキルの習得

Ø 子どもの特性や背景を理解し、
日常場面で活用できる具体的な
対応方法を学ぶ。ロールプレイ
や事例検討、実習の組み込みは
重要。困ったときに短時間で確
認できるオンデマンド研修やVR
研修も期待される。
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スキルアップ・研修

５. 有識者ヒアリング結果

早稲田大学（2026）専門里親制度に関する有識者ヒアリング結果報告書から抜粋

①多機関連携の仕組みの構築

• 特に発達障害やグレーゾーンの子
どもへの支援が弱く、里親個人に
任せてしまうこともある。

Ø 里親支援センターが中核となって、
委託初期から学校や医療機関など
を含めた支援体制を組むこと。多
機関によるケース会議やネット
ワーク会議を常設化し、里親を支
える仕組みを保障すること。

②安心できるバックアップ体制

• 緊急時や困ったときに里親家庭が
助けを求めにくい状況がある。

Ø 「駆けつけ支援」を制度として用
意すること。また、里親自身が
「誰とつながっているか」を実感
できる体制が望ましい。

里親家庭の支援体制

①子どものニーズに応じた加算

Ø 施設と同様に、里親類型ではな
く、子どもの状態やニーズに応
じて加算をつける仕組みへ移行
すべき。里親を支えるため、里
親個人への手当の加算だけでな
く、里親支援センター等の体制
を強化のための加算も重要。

②専門職として位置づけ

Ø 24時間365日の緊急受入れやア
セスメントを担うプロフェッ
ショナルとして再定義。併せて、
「任せきり」にならないよう、
チームで包括的に関わる仕組み、
研修、里親同士のネットワーク
を築く場を用意。また、施設と
協力して養育する方法や施設機
能を活用して家庭養育を支える
など柔軟なつなぎ直しが重要。

今後必要な制度

研修の強化・里親家庭の支援体制の整備のほか、今後新たな制度の検討が必要との意見があった。
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○里親として子どもを養育するための支援や制度
(子どもの年代別の詳細は次頁)

里親養育のための支援や制度について複数回答で尋ねたところ、
「必要・計」は次のとおりだった。

Ø 0〜2歳では「育児のために休業できる制度」「保育施設や学
童の利用」「看護等休暇制度」がいずれも9割を超え、休暇
や保育に関するニーズが特に高かった。

Ø 3〜5歳では「看護等休暇制度」「保育施設や学童の利用」
「子育てに関する傾聴、相談・助言」が約9割で、休暇や保
育に関するニーズが3歳未満と同様に高い。

Ø 小学生では「保育施設や学童の利用」「子育てに関する傾聴、
相談・助言」「子どもの受け入れ・交流のための休暇制度」
「子どもとの良いかかわりを学べるプログラム」「子どもの
居場所の提供」「看護等休暇制度」が約8割だった。

Ø 中学生以降では「子育てに関する傾聴、相談・助言」「子ど
もとの良いかかわりを学べるプログラム」「子どもの居場所
の提供」が7割で、「子どもの受け入れ・交流のための休暇
制度」もニーズが高く6割だった。

○共働き世帯が、乳幼児の受託に支障となったこと

複数回答で尋ねたところ、「支障となったことはない」は
9.3%で、多くの世帯で仕事との両立に何らかの課題が生じてい
た。上位５つは 「子どもの受け入れ準備や子どもとの交流のため
の休暇制度がない(51.2%)」「保育施設等の確保の問題
(48.1%)」「育児休業のように一定期間、育児のために休業でき
る制度がない(47.3%)」 「就業時間数の調整や欠勤などによる収
入の減少(35.7%)」「子どもの病気や怪我の世話や予防接種等の
ための看護等休暇制度がない(34.1%)」だった。
また、児相の訪問のための休暇取得や、子どもが不安定な時に
仕事を調整していること、調整ができず退職したとの回答もある。

早稲田大学（2026）子どもを養育するための環境整備に関する調査研究（里親調査）から

育児にかかる休暇・保育等の利用ニーズが高い。就業時間の調整による収入減少も課題となっている。

６. 養育里親アンケート結果①

(n=129)
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【子どもが0〜2歳の場合】

早稲田大学（2026）子どもを養育するための環境整備に関する調査研究（里親調査）から
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業のように一定期間、育児のために休業できる制度

子どもの病気や怪我の世話や予防接種等のための看護等休暇制

度

短時間勤務制度（所定労働時間の短縮制度）

残業の免除制度（所定外労働を制限する制度）

時間外労働や深夜残業を制限する制度

子どもの受け入れ準備や子どもとの交流のための休暇制度

就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇（養育両

立支援休暇）（10日以上/年）

フレックスタイムや時差出勤など始業時刻等の変更

テレワーク等（10日以上/月）

育児関連グッズの貸し出し

保育施設や学童の利用

自宅や協力家庭等での子どもの一時預かり（数時間～1日未

満）

施設や協力家庭等での子どもの１日～数日間の預かり

自宅や病院等での病児保育

育児・養育支援（保育所等の送迎、宿題の見守り、外出時の補

助等の育児サポート）

家事支援（食事準備、洗濯、掃除、買い物の代行等のサポー

ト）

子育て等に関する不安や悩みの傾聴、相談・助言

地域の母子保健施策・子育て支援施策等に関する情報提供

子どもとの良いかかわり方を学べるプログラムや講座

子どもの居場所の提供や相談等

必要 どちらかといえば必要 どちらともいえない どちらかといえば不要 不要 無回答

【子どもが小学生の場合】 【子どもが中学生の場合】

育休・看護休暇・柔軟な働き方等

一時預かり・保育施設等の利用 学童等の利用

子どもとのかかわり方・居場所

看護休暇・柔軟な働き方等

子育ての相談・傾聴子育ての相談・傾聴 子育ての相談・傾聴

子どもとのかかわり方・居場所

里親が必要だと思う支援や制度は、子どもの年代によっても変化する。

６. 養育里親アンケート結果②

(n=204)
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７. 一般世帯に対するWEBアンケート調査結果

○いずれかの養育の意向があると回答した年代

年代ごとのクロス集計では、「20代」「30代」がいずれも
23.1%で最も割合が高く、平均年齢は43.3歳だった。

○ 養育できると思うと回答した年代

「30代」が25.9%で最も割合が高く、次いで「20代」が
23.1%、平均年齢は42.7歳だった。

一般世帯は、子どもが里親家庭を必要とする場合、親族・知人・友人の子どもの養育意向がより高い。

○子どもが里親家庭を必要とする場合、里親になってみ
ようと思うか

「親族の子ども」「知人・友人の子ども」「地域の子ど
も」それぞれについて尋ねたところ、「そう思う・計」
の割合は、「親族の子ども(26.6%)」 「友人・知人の
子ども(15.9%)」 「地域の子ども(11.7%)」の順で高
かった。
「地域の子ども」に対する割合に比べて「親族の子ど
も」の里親になってみようと思う割合は約2倍だった。

早稲田大学（2025）子どもを養育するための環境整備に関する調査研究報告書から

(n=2904)

(n=2904)
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○ 13歳未満は原則里親委託。まずは子どもの家族や
知人等の身近なネットワーク内での里親候補探しを
義務化。

○ 2024年末時点で里親家庭・施設で生活していた
子どものうち、10人中9人が里親家庭で生活。

早稲田大学「ノルウェーの社会的養育に関する調査研究」

ノルウェーでは、里親委託が9割で、子育てのための休暇等は、里親と実の親はほぼ同じ制度が利用可能。

８. 海外の取組み事例（ノルウェー）

○ノルウェーの里親は、休暇や時短勤務に関して実の親と
ほぼ同じ制度が利用できる。

その目的は、子どもと里親の間に安心できる関係が築かれるよう
支援し、安定した日常生活を送るための基盤を作ることである。

＜里親が利用可能な休暇＞※ネットワーク内の里親の場合も同様
・養育開始時のケア休暇（子が15歳未満の場合）
・育児休業（子が15歳未満の場合）
・子どもを看護するための休暇（年10日間、 12歳まで）
・勤務時間の短縮（例：勤務時間短縮、週に1日以上の休暇等）

＜里親に対する経済的支援と休業手当＞
里親に対する基本手当（報酬）・経費補償のほかに、里親が子ども
と一緒にいるために仕事を全部または一部休職した場合の休業手当
がある。これは、育児休業手当に類するもので、公的に里親の所得
を補償する制度である。

里親は、子どもが委託された当初の期間は仕事を休むのが一般的で
あり、個々のニーズの評価に基づき検討される。

※「緊急里親」と「専門里親」は、フルタイムの任務で契約を結んでおり、上
記の一般的な里親とは別類型。「緊急里親」は、一時的にケアを提供する家庭。
「専門里親」は、通常の里親家庭が提供できる以上の支援を必要とする場合に、
子どもを受け入れる家庭。（多くの場合、家族環境での生活が望ましい場合の
施設入所への代替手段。）

児童福祉施設
里親家庭
家族や身近なネットワーク以外での緊急一時保護
家族や身近なネットワーク内での一時的な居場所（2021年～）
フォローアップ付き住居（共同生活を含む）
未記載の措置

里親
90.6%

Statics Norway 2025
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（日本における課題）
• 被虐待児や障害児等を養育している養育里親も多数存在しており、専門里親の棲み分けができない
• 専門里親の対象児童とされる子どもたちは、専門里親だけでは対応が困難
• 委託期間が2年を超えるケースが多くあり、事実上委託が延長されている
• 専門里親登録をしても専門里親として委託されず、専門里親の参加意欲の低下につながっている
• 専門里親も養育里親も数が不足している
• 基礎となる養育里親の研修のばらつき、専門里親に対する支援が不十分
• 働く里親が利用できる休暇制度等が整備されていない
• 子どもの養育のために仕事を調整している里親は一定数おり、収入減少も課題
• 親族里親の登録里親数は低迷が続いている ／等

（理由）
• 被虐待・障害・非行など、専門的な援助を必要とする子どもの数が増加していること
• 専門里親と養育里親の受託する子どもの線引きは、自治体の裁量に任される部分が多分にあり、非常にあいまい
• 専門的な援助を必要とする子どもは、委託が長期となる場合も多くあり2年を超えざるを得ない
• 専門里親になると、その専門性に任せきりになってしまうことがある
• 専門里親は養育に専念することが求められるが、委託のない期間の金銭的補償がない
• 専門里親研修参加に対して自治体が補助を出さない場合があり、経済的負担となっている
• 里親としての養育経験を持っていた場合、2人以上を養育していることも多々あり、専門里親として登録したとしても、

専門里親としての委託は受けられないことがある
• 里親はボランティアとして受け止められていることが多く、実際に利用できる制度が少ない
• 子どもが里親家庭を必要とする場合、親族の子どもの養育意向がより高いが、親族里親対象児童の要件が厳しい ／等

（方策として考えられること）
• 子どものニーズのアセスメントと里親家庭の状況に基づき、養育里親への支援強化を行う。
• 専門職里親と緊急一時里親制度を創設する。
• 親族里親の対象児童要件緩和や知人・友人による里親の優先検討のルール化。里親登録要件を一定程度緩和する。／等
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種類 養育里親 養子縁組里親 親族里親
専門里親

対象児童

要保護児童 次に挙げる要保護児童のうち、
都道府県知事がその養育に関
し特に支援が必要と認めたも
の
①児童虐待等の行為により心
身に有害な影響を受けた児童
②非行等の問題を有する児童
③身体障害、知的障害又は精
神障害がある児童

要保護児童 次の要件に該当する要
保護児童
①当該親族里親に扶養
義務のある児童
②児童の両親その他当
該児童を現に監護する
者が死亡、行方不明、
拘禁、入院等の状態と
なったことにより、こ
れらの者により、養育
が期待できないこと

種類 養育里親 専門職里親 緊急・一時里親 養子縁組里親 親族里親
支援強化型養育里親

対象児童

要保護児童

＊子どもにとって
不利益がない場合
は、子どもの親族
や知人・友人によ
る里親(候補)を優
先的に探し、可能
性を検討すること

をルール化

養育里親が養育する児童
のうち、定期的なアセス
メントに基づき支援強化
が必要と認められた要保
護児童

※登録制度ではなく、ア
セスメントに基づく判断

フルタイムで専門職等
によるケアが必要な児
童を想定

一時保護や緊急時など
一時的な養育が必要な
児童を想定

要保護児童

＊「特別養子縁組に関
する支援の在り方に関
する専門委員会」での

検討結果を反映

次の要件に該当する要
保護児童
①当該親族里親に扶養
義務のある児童
②児童の両親その他当
該児童を現に監護する
者が死亡、行方不明、
拘禁、入院等の状態と
なったことにより、こ
れらの者により、養育
が期待できないこと
＊パーマネンシー保障
の観点から対象児童の
要件緩和を検討

新設 新設

【里親類型の見直し(案)】

現行制度

見直し(案)

要件検討
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１．里親支援センター等による研修強化や全国で利用可能なオンデマンド研修を活用し、養育里親研修を底上げする。
Ø 特別なニーズを持つ子どもが増加していることや、養育里親研修は自治体間でばらつきが生じているため。
（参考例）2026年度から専門里親認定研修の空き枠に養育里親も参加可能、繰り返し視聴できるオンデマンド研修も導入。

２．子どものニーズを定期的にアセスメントし、それに基づいて養育里親家庭に対する支援計画を検討する。
Ø 子どものニーズは成長発達ととも変化する可能性があるため、定期的なアセスメントと支援のコーディネイトが必要。

※自立支援計画や援助指針の見直しは、児相運営指針上３～４か月に一回のため、整合性を取る必要がある点に留意する。
Ø 里親支援センターが中心となって要対協等とも連携する。

３．里親に有給の仕事があり、子の看護や時短勤務等のために経済的損失が生じる場合の休業補償及び休暇制度を整備する※。
Ø 養育里親の調査では、休暇の未整備や収入減少が養育の支障となっているとの結果があるため。施設には人件費等の経費のた
めの虐待加算があるが、里親制度も同様に公的責任のもとで子どもを養育する制度であり、子どものニーズに対応するために
里親が経済的損失(収入減少や支出)を被るべきではない。時間の確保が必要となる訪問や面談・研修等の強化は、里親の収入減
少に対する経済的な補償や休暇制度がない場合は実施が困難であり、里親のなり手の確保にも支障が生じる。

４．養育里親に対する一定の支援よりもサポートの強化が必要と判断した場合、「支援強化型養育里親」として支援を強化する。
Ø （利用できる支援例）訪問看護ステーションの母子看護訪問、児童心理治療施設の通所利用、多機関応援チーム、乳児院や里
親等の一時預かり、家事援助、傾聴支援、施設での研修等（子どもの家庭復帰後は施設による支援も継続できると望ましい）

５．子どもに不利益がない場合は、親族や知人・友人による里親(候補)を優先的に探し、可能性を検討することをルール化。
Ø 親族・知人は子どもとの信頼関係があること、情報共有がしやすいこと、地域やネットワークの広がりにつながることなどの
メリットがあり、パーマネンシー保障の観点からも有意義である。また、一般世帯に対する調査でも、親族・知人・友人の子
どもの養育意向はより高い。「知人」も「親族」と同様の枠組みで捉え、対象児童の要件を柔軟にし、里親登録要件も一定程
度緩和するなど活用促進を検討する必要がある。実態把握のための統計も必要となる。（日本財団「里親制度の国際調査報告書」参照）

【利点】子どもの基本的なニーズと特別なニーズ、里親家庭の状況に応じた柔軟な対応が可能。
【課題】里親支援センターの業務の増加（人件費の加算が必要）

※里親手当の過度な引き上げは、経済的インセンティブが強くなりすぎる場合があるため、「子どものケアニーズ」と「ケアのために収入減少が生じる場合の補償」
の２つの観点から経済的支援を検討（親族里親も含む）。今後は、里親が基本的なニーズに対応できるよう休暇制度の整備も必要。



緊急・一時里親専門職里親
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養育里親・強化型養育里親

１．専門職里親と緊急一時里親制度を新たに創設する。

２．「専門職里親」は、フルタイムで専門職等によるケアが必要な子どもを対象とする(児童心理治療施設等の入所児童や医療的ケア児等)
• 自治体の里親がなる場合や、施設や里親支援センターが契約して民間里親になることも考えられる（有給契約）。
• なり手としては、看護師・保健師などの専門職が移行することも想定される。
• 施設に一時的に預けることや医師・看護師による医療的サポートも実施（従業員に準じた休暇付与） 。

Ø 専門職里親には、下記の包括的な支援をセットで行う（里親支援センターに対しても加算が必要）
子どものニーズに応じた専門的研修の提供／里親に対する24時間の支援体制（駆け付け支援等）／定期的レスパイト等

３．「緊急・一時里親」は、一時保護や緊急時など一時的な養育が必要な子どもを対象とする。
• 自治体の里親がなる場合や、施設や里親支援センターが契約して民間里親になることも考えられる（有給契約） 。
• なり手としては、里親支援センターの職員や施設職員が移行することも想定される。
• 里親は子どもの委託がない期間も、基本的に受け入れ可能な状態とする（従業員に準じた休暇付与）。

Ø 緊急・一時里親には、ニーズに合わせて下記の支援を組み合わせて活用する（里親支援センターに対しても加算が必要）
子どものニーズに応じた専門的研修の提供／里親に対する24時間の支援体制（駆け付け支援等）／定期的レスパイト等

【参考例】現行も法人が職員を雇用して法人型FHとしている例がある。同様に、里親支援機関（施設）がパートタイムの勤務の職
員と契約して、一時保護の依頼があった際に、乳幼児緊急里親などの家庭養育を推進した例もある（職員が看護師であったり、乳
児院からのフォロー体制が整っていたりするため、新生児など特に丁寧な対応が求められるケースも対応が可能）。

【利点】ニーズが高い子どもの家庭養育が可能。緊急時や短期間での受入れが可能になれば、地域でのの受入先の拡充になる。
児童養護施設の多機能化・機能転換としての実施による利点：里親支援センターとなることで, 職員を専門職里親として雇用し, 機関
内でより緊密なチーム養育実施。また, 通所機能やレスパイト, 個別のアセスメントや応じた個別研修もよりしっかり実施できる。
24時間対応も実施しやすく, 児童育成拠点事業等も合わせ持つことで, 里親と実親をつなぐより包括的な対応が可能。
【課題】新規で探す場合の里親養成、支援機関の体制強化
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引⽤元： https://nf-kodomokatei.jp/news/satooya2025.html

（参考資料１）日本財団（2025）里親制度の国際調査報告書

https://nf-kodomokatei.jp/news/satooya2025.html
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（出典：令和5年度版厚生労働白書―つながり・支え合いのある地域共生社会―）

（参考資料２）家族の姿の変化と共働き世帯の増加



育児時短就業給付金（厚生労働省 給付金の制度利用ガイド）
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（参考資料３）



19

（参考資料４）

エレコム株式会社が
独⾃の⽀援制度を発表

→参考資料５
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引⽤元：
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000001346.000026881.html
https://www.elecom.co.jp/news/release/20260310-02/

（参考資料５）エレコム株式会社 ニュース・プレスリリース 2026.3.10より一部抜粋
すべての⼦どもが「家庭」で居場所を持てるように

家庭養護を⽀援する、新たな制度「⾥親⽀援制度」の導⼊を開始

導⼊の背景
家庭での養育が困難な⼦どもたちが国内に⼀定数いることから、家庭養護の推進は⽇本の重要な社会課題となっています。医療・福祉の現場のみならず、社会的
養護※2の観点から社会全体で⼦どもを⽀える仕組みづくりが求められる中で、企業として果たせる役割への問題意識から本制度の導⼊検討を⾏いました。

⾥親登録には、事前に研修や実習を受けるなど認定プロセスを経る必要があり、時間および経済⾯での負担がともないます。特に共働き世帯では、仕事との両⽴
が⼤きな壁となっています。

当社は、⼦育てと仕事が両⽴できる職場環境の整備を進めており、2025年に厚⽣労働⼤⾂が認定する「くるみん認定」を取得※3しました。こうした両⽴⽀援の
取り組みの延⻑として、⾥親登録・養育に伴う負担の軽減を図り、⽀援を必要とする⼦どもたちが家庭の中で安⼼して暮らせる社会の実現に貢献することを⽬的
として、本制度を導⼊しました。

⾥親⽀援制度概要
本制度は、従業員が⾥親になるプロセスを⽀援する「⾥親認定⽀援」と、⾥⼦を迎え⼊れた後の養育を⽀援する「⾥⼦養育⽀援」で構成し
ます。
①⾥親認定⽀援
・⾥親認定⼀時⾦：100,000円
児童相談所等が実施する⾥親認定研修の受講開始時に⽀給。

・⾥親認定取得休暇：年間5⽇の特別有給休暇
⾥親認定に必要な研修・実習、児童相談所等との⾯談、家庭訪問への対応等に利⽤。

②⾥⼦養育⽀援
・⾥親認定報奨⾦：200,000円
⾥親として認定された場合に⽀給。

・⾥親⼿当：⽀給対象児童1⼈につき⽉額30,000円
・短期⼊所⽣活援助（ショートステイ）※4受⼊：1⽇3,000円（⽉上限30,000円）
児童相談所等から児童の養育を委託され、同居して養育している期間に⽀給。

・育児休業・短時間勤務・⼦の看護休暇等の適⽤
⾥⼦を養育する従業員についても、原則として実⼦と同様に利⽤できるよう運⽤を整備します。

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000001346.000026881.html
https://www.elecom.co.jp/news/release/20260310-02/


2026 年 5 月時点版 

子どもを養育するための環境整備に関する研究

（里親調査）報告書 

令和 8（2026）年 5 月 

早稲田大学人間科学学術院 人間総合研究センター 
上鹿渡 和宏（研究責任者） 

西郷 民紗（研究実施代表者） 

資料３
（上鹿渡委員提出資料）

【参考資料】

緒方与主吾(OGATAYoshua)
四角形



 

  

 



 

 

目次  

I．  調査研究の概要  .......................................................................................... 2 

1. 背景・目的 ...................................................................................................... 2 
2. 実施概要 ......................................................................................................... 2 

(1) 調査対象 ................................................................................................................ 2 
(2) 主な調査内容 ......................................................................................................... 2 
(3) 調査方法 ................................................................................................................ 2 
(4) 倫理的配慮 ............................................................................................................ 2 
(5) 回収結果 ................................................................................................................ 2 

3. 実施体制 ......................................................................................................... 3 
(1) 調査実施者 ............................................................................................................ 3 
(2) 調査協力 ................................................................................................................ 3 
(3) 助成 ...................................................................................................................... 3 

II．  調査結果  .................................................................................................... 4 

(1) 回答者の年齢 ......................................................................................................... 4 
(2) 回答者の性別 ......................................................................................................... 4 
(3) 回答者の居住地（都道府県） ................................................................................. 5 
(4) 回答者の同居者 ...................................................................................................... 6 
(5) 回答者の主な職業 .................................................................................................. 7 
(6) 【仕事をしている方のみ】あなたの１週間あたりの合計の就業時間と１年間で取得し

た年次有休 .................................................................................................................. 7 
(7) パートナーの主な職業 ............................................................................................ 8 
(8) 【仕事をしている方のみ】パートナーの１週間あたりの合計の就業時間と１年間で取

得した年次有休 ............................................................................................................ 8 
(9) 里親として子どもを養育した経験の有無 ................................................................. 9 
(10) 【養育経験のある方のみ】養育した経験のある子どもの年齢区分 .......................... 9 
(11) 日本は、子どもを生み育てやすい国だと思いますか ............................................ 10 
(12) 【現在里親として子どもを養育していない方のみ】里親家庭を必要とする子どもが

いた場合、養育できると思いますか ........................................................................... 11 
(13) 【共働き世帯のみ】共働きで乳幼児の受託に支障となった（なっている）こと ... 12 
(14) 里親養育の際に、家族や周囲の理解や協力について重要だと思うもの ................. 16 
(15) 初めて里親になったときの周囲の反応 ................................................................ 17 
(16) 里親家庭を支援する専門機関のサポートとして重要だと思うもの ........................ 18 



 

 

(17) 子どもを養育するための支援や制度の必要性 ...................................................... 19 
(18) 【現在里親養育中でない方のみ】必要な支援や制度が利用できる場合、養育できる

と思いますか ............................................................................................................. 23 
(19) 上記（18）のようにお答えになった理由（自由記述） ........................................ 24 
(20) 里親推奨度 ......................................................................................................... 26 

III．  主な結果とまとめ  ..................................................................................... 27 

1. 里親として子どもを養育するための支援や制度 ............................................. 27 
2. 里親養育の際に、家族や周囲の理解や協力について重要だと思うもの ........... 27 
3. 初めて里親になった時の周囲の反応 .............................................................. 27 
4. 里親家庭を支援する機関によるサポートとして重要だと思うもの .................. 27 
5. 共働き世帯が、乳幼児の受託に支障となったこと .......................................... 28 
6. 日本は、子どもを生み育てやすい国だと思うかどうか ................................... 28 
7. 里親推奨度 .................................................................................................... 28 
8. 今後に向けて ................................................................................................ 29 

 

 



 

 2 

I． 調査研究の概要 

1. 背景・目的 
平成 28 年児童福祉法改正では、児童を「家庭」において養育することが困難であり又

は適当でない場合は、「家庭における養育環境と同様の養育環境」において継続的に養育

されるよう、必要な措置を講ずることとされた。国が定めた目標(乳幼児 75%以上、学童期

以降 50％以上)に対して、令和 6 年度末時点の里親等委託率は 26.3%である。 

里親登録数及び里親等委託率の向上のために、児童相談所や里親支援センター等による

里親リクルートの工夫やサポートの強化が行われているところであるが、今後、里親養育

が主流となっていくには、制度・政策レベルでの支援環境の整備も必要だと考えられる。  

そこで、早稲田大学では、認定 NPO 法人日本こども支援協会の協力を得て、里親家庭が

子どもを養育しやすくなるためには、どのような支援制度の整備が必要かを明らかにする

ことを目的として WEB アンケート調査を実施した。 

 

2. 実施概要 

(1) 調査対象 

20〜60 代の養育里親 

※養育経験の有無は問わず、里親は里父・里母それぞれ 1 回ずつ回答可能とした。 

(2) 主な調査内容 

・回答される方の属性 

・家族や周囲の理解・協力について 

・支援機関によるサポートについて 

・子どもを養育する際に必要な支援制度（看護等休暇、育休など）等 

(3) 調査方法 

調査対象に該当する会員に対してメール配信を行い、WEB アンケートツールを用いた回答

を任意で依頼した。 

(4) 倫理的配慮 

調査依頼文に、研究への参加は任意であり、対象者の自由な意思が尊重されること、研究

に参加しないことによって不利益な対応を受けることはないことなどを説明し、同意にチェ

ックいただいた方のみ回答対象とした。本研究は早稲田大学「人を対象とする研究に関する

倫理審査委員会」の承認を得て実施した（承認番号 2025-491）。 

(5) 回収結果 

送付数 798 名、有効回収数 204、有効回収率 25.6% 

 



 

 3 

3. 実施体制 

(1) 調査実施者 

早稲田大学人間科学学術院 人間総合研究センター 

上鹿渡 和宏（研究責任者） 

西郷 民紗 （研究実施代表者） 

三輪 清子 （研究実施者） 

御園生 直美（研究実施者） 

北村 早苗 （研究実施者） 

(2) 調査協力 

認定 NPO 法人日本こども支援協会 

(3) 助成 

日本財団 
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II． 調査結果 

(1) 回答者の年齢 

年代は「50 代」が 52.0%で最も割合が高く、次いで「40 代」が 25.5%だった。 

図表 1 回答者の年齢 

（n=204） 

 

(2) 回答者の性別 

 性別は「女性」が 77.0%、「男性」が 22.1%だった。 

図表 2 回答者の性別 

（n=204） 

 
	  

20代

0.0% 30代

4.4%

40代

25.5%

50代

52.0%

60代

16.7%

無回答

1.5%

男性 22.1%

女性 77.0%

無回答 1.0%
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(3) 回答者の居住地（都道府県） 

 40 都道府県において 1 名以上の回答者がいた。 

図表 3 回答者の居住地（都道府県） 

 都道府県 n %  都道府県 n % 

1 北海道 13  6.4  25 滋賀県 0  0.0  

2 青森県 2  1.0  26 京都府 5  2.5  

3 岩手県 0  0.0  27 大阪府 16  7.8  

4 宮城県 4  2.0  28 兵庫県 4  2.0  

5 秋田県 4  2.0  29 奈良県 2  1.0  

6 山形県 0  0.0  30 和歌山県 1  0.5  

7 福島県 3  1.5  31 鳥取県 1  0.5  

8 茨城県 6  2.9  32 島根県 0  0.0  

9 栃木県 8  3.9  33 岡山県 6  2.9  

10 群馬県 2  1.0  34 広島県 2  1.0  

11 埼玉県 15  7.4  35 山口県 3  1.5  

12 千葉県 15  7.4  36 徳島県 2  1.0  

13 東京都 16  7.8  37 香川県 0  0.0  

14 神奈川県 10  4.9  38 愛媛県 2  1.0  

15 新潟県 6  2.9  39 高知県 0  0.0  

16 富山県 1  0.5  40 福岡県 4  2.0  

17 石川県 1  0.5  41 佐賀県 1  0.5  

18 福井県 0  0.0  42 長崎県 5  2.5  

19 山梨県 4  2.0  43 熊本県 1  0.5  

20 長野県 14  6.9  44 大分県 4  2.0  

21 岐阜県 1  0.5  45 宮崎県 0  0.0  

22 静岡県 7  3.4  46 鹿児島県 1  0.5  

23 愛知県 9  4.4  47 沖縄県 2  1.0  

24 三重県 1  0.5   合計 204 100%  
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(4) 回答者の同居者 

 同居者は「男性パートナー（配偶者や婚姻関係のないパートナー含む）」が 67.2%で最も

割合が高く、次いで「里親委託中の子ども（知人または親族の子ではない子ども）」が

61.3%だった。子どもに限ってみれば、「実子」が 42.6%、「養子」が 6.4%、「里親委託中

の子ども（知人または親族の子ども）」は 2.9%だった。 

図表 4 回答者の同居者（複数回答） 

（n=204） 

 

図表 5 里親委託中のこどもの末子年齢 
 

n ％  n ％ 

0 歳 8  6.2 10 歳 4 3.1 

1 歳 2  1.6  11 歳 10 7.8 

2 歳 2  1.6  12 歳 6 4.7 

3 歳 12  9.3  13 歳 6 4.7 

4 歳 17  13.2  14 歳 3 2.3 

5 歳 13  10.1  15 歳 2 1.6 

6 歳 10  7.8  16 歳 4 3.1 

7 歳 5  3.9  17 歳 3 2.3 

8 歳 10  7.8  18 歳以上 6 4.7 

9 歳 5  3.9  無回答 1 0.8 

全体 129 100  

67.2

21.6

42.6

6.4

61.3

2.9

10.8

0.5

2.0

0.0

1.0

3.9

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性パートナー（配偶者や婚姻関係のないパートナー含む）

女性パートナー（配偶者や婚姻関係のないパートナー含む）

実子

養子

里親委託中の子ども(知人または親族の子ではない子ども)

里親委託中の子ども(知人または親族の子ども)

父親または母親（義母・義父含む）

きょうだい

祖父母・孫（義理の祖父母を含む）

おじ・おば・曽祖父母・姪・甥等の親族（義理のおじ・おば…

友人・知人・家族の恋人等

その他

同居者はいない／単身者
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(5) 回答者の主な職業 

 主な職業は、「パート・アルバイト（24.5%）」「正規の職員・従業員（22.1%）」「仕事

をしていない（17.2%）」の順で多かった。 

図表 6 回答者の主な職業 

 単一回答 n ％ 

  全体 (204)   

1 正規の職員・従業員 45  22.1  

2 契約社員 5  2.5  

3 嘱託 2  1.0  

4 労働者派遣事業所の派遣社員 2  1.0  

5 会社などの役員 15  7.4  

6 雇人のある業主 7  3.4  

7 雇人のない業主 17  8.3  

8 自家営業の手伝い（家族従業者） 9  4.4  

9 家庭内の賃仕事（内職） 2  1.0  

10 パート・アルバイト 50  24.5  

11 その他の職業 15  7.4  

12 仕事をしていない 35  17.2  

 

(6) 【仕事をしている方のみ】あなたの１週間あたりの合計の就業時間と１年間で取

得した年次有休 

図表 7 回答者の就業時間と年次有給休暇 

 

 
全体 有効ケー

ス数 

平均 標準偏差 無回答 

1 
ふだんの１週間あたりの合計

の就業時間 
(169) 167 35.2 27.1 2 

2 
この 1 年間で取得した年次有

給休暇の合計日数 
(169) 159 7.4 14.9 10 
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(7) パートナーの主な職業 

 パートナーの職業は、「正規の職員・従業員（53.6%）」「仕事をしていない（11.6%）」

「雇人のない業主（7.7%）」の順で多かった。 

図表 8 パートナーの主な職業 

 単一回答 n ％ 

  全体 (181)   

1 正規の職員・従業員 97  53.6  

2 契約社員 9  5.0  

3 嘱託 0  0.0  

4 労働者派遣事業所の派遣社員 2  1.1  

5 会社などの役員 12  6.6  

6 雇人のある業主 3  1.7  

7 雇人のない業主 14  7.7  

8 自家営業の手伝い（家族従業者） 5  2.8  

9 家庭内の賃仕事（内職） 1  0.6  

10 パート・アルバイト 11  6.1  

11 その他の職業 6  3.3  

12 仕事をしていない 21  11.6  

 

図表 9 【クロス集計】回答者とパートナーの就業状況 

 全体 30 代 40 代 50 代 60 代 無回答 

全体 (204) 9 52 106 34 3 

  4.4 25.5 52.0 16.7 1.5 

いずれかが働

いている場合

の世帯の就業

状況 

共働き (129) 5 37 69 17 1 

  3.9 28.7 53.5 13.2 0.8 

一方が働いて

いる 

(49) 4 8 23 12 2 

  8.2 16.3 46.9 24.5 4.1 

 

(8) 【仕事をしている方のみ】パートナーの１週間あたりの合計の就業時間と１年間

で取得した年次有休 

図表 10 パートナーの就業時間と年次有給休暇 

 

 
全体 有効ケー

ス数 

平均 標準偏差 無回答 

1 
ふだんの１週間あたりの合計

の就業時間 
(160) 159 45.1 23.6 1 

2 
この 1 年間で取得した年次有

給休暇の合計日数 
(160) 156 8.45 24.4 4 
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(9) 里親として子どもを養育した経験の有無 

 子どもの養育経験は、「ある」が 96.1%、「ない」が 3.9％だった。 

図表 11 里親養育の経験の有無 

（n=204） 

 
 

(10) 【養育経験のある方のみ】養育した経験のある子どもの年齢区分 

 養育経験のある子どもの年齢は、「3〜5 歳（77.0%）」「6〜12 歳（72.4%）」だった。ク

ロス集計では、「0〜2 歳」「13 歳以降」は共働きの割合が低かった。 

図表 12 養育経験のある子どもの年齢区分（複数回答） 

（n=196） 

 

図表 13【クロス集計】養育経験のある子どもの年齢区分×就業状況 

 

ない 3.9%

ある 96.1%

56.1

77.0

72.4

44.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0～2歳

3～5歳

6～12歳（小学生）

13歳以降（中学生・高校生等以降）

（例）2～4歳まで養育された場合は、「0～2歳」及び「3～5歳」にチェック

56.9

83.7

71.5

40.7

61.2

65.3

65.3

42.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～2歳

3～5歳

6～12歳（小学生）

13歳以降（中学生・高校生等以降）

共働き(n=123) 一方が仕事をしている(n=49)
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(11) 日本は、子どもを生み育てやすい国だと思いますか 

 子どもを生み育てやすいかどうかは、「そう思う」の合計が 46.1%、「そう思わない」の

合計が 53.4%だった。クロス集計では、共働き世帯の方が「そう思う」の合計が約 16％低か

った。 

図表 14 日本における子どもの生み育てやすさ 

（n=204） 

 

 

図表 15【クロス集計】日本における子どもの生み育てやすさ×就業状況 

 
 

	  

とてもそう

思う 6.4%

どちらかといえば

そう思う 39.7%
どちらかといえば

そう思わない

37.7%

全くそう思わ

ない 15.7%

無回答

0.5%

42.6

59.2

56.6

40.8

0.8

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

共働き（n=129）

一方が働いている（n=49）

そう思う・計 そう思わない・計 無回答
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(12) 【現在里親として子どもを養育していない方のみ】里親家庭を必要とする子ど

もがいた場合、養育できると思いますか 

 現在里親養育をしていない方は、里親家庭を必要とする子どもがいた場合、養育できると

思う（「そう思う」+「どちらかといえばそう思う」）の合計は、82.1%だった。 

図表 16 里親家庭を必要とする子どもがいた場合、養育できると思うか 

（n=39） 

 

※(14)の設問及び(23)の設問に回答した方（39 名）の集計結果 

	  

51.3% 30.8% 10.3% 5.1%2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない

どちらかといえばそう思わない そう思わない
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(13) 【共働き世帯のみ】共働きで乳幼児の受託に支障となった（なっている）こと 

共働き世帯が、乳幼児の受託に支障となったことは、「子どもの受け入れ準備や子どもと

の交流のための休暇制度がない（51.2%）」「保育施設等の確保の問題（48.1%）」「育児休

業のように一定期間、育児のために休業できる制度がない（47.3%）」「就業時間数の調整

や欠勤などによる収入の減少（35.7%）」「子どもの病気や怪我の世話や予防接種等のため

の看護等休暇制度がない（34.1%）」が上位５つだった。 

「支障となったこと（支障となっていること）はない」は 9.3%で、多くの世帯で仕事と

の両立に何らかの課題が生じている。 

図表 17 共働きで乳幼児の受託をする際に支障となったこと 

（n=129） 

 
【その他の回答】 

・ 児相の訪問が平日のみなので休みを取らないと対応できない 

・ 諸々の調整ができずに会社を辞めた 

・ 自身や家族の体調不良時の対処。継続して働けない 

・ 一時保護受けたら、仕事を休む 

・ 子供が不安定な時に遅刻、早退などする際、心理的な負担 

・ 育休は 2 歳まで、看護休暇は小 3 までの年齢制限があるので新規委託の大きい子には使

えない。 

47.3

34.1

51.2

26.4

48.1

14.0

35.7

18.6

14.0

9.3

12.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業のように一定期間、育児のために休業できる制度

がない

子どもの病気や怪我の世話や予防接種等のための看護等休

暇制度がない

子どもの受け入れ準備や子どもとの交流のための休暇制度

がない

短時間勤務等の制度がない

保育施設等の確保の問題

勤務先や同僚の理解が不十分

就業時間数の調整や欠勤などによる収入の減少

保育施設等の利用に係る経済的負担

その他

支障となったこと（支障となっていること）はない

無回答
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・ 延長保育にお金がかかる 

・ 自営業なのでなにもない 

・ リフォーム資金・必要となる生活用品購入などに関わる支度金が少な過ぎる 

・ 子どもの環境変えない為、保育園に居続ける為に仕事に出ないといけない。 

・ 自分の時間が取れない 

・ 家族、親戚の理解が不十分 

・ 乳幼児養育の経験がない 

・ 社会の偏見と理解不足 

・ 夫の出張が多くなり負担増大 

・ 里親の睡眠時間の減少 
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図表 18 【クロス集計】共働きで乳幼児の受託をする際に支障となったこと×性別 

 

47.3

34.1

51.2

26.4

48.1

14.0

35.7

18.6

14.0

9.3

12.4

48.1

40.7

40.7

40.7

40.7

18.5

22.2

37.0

14.8

22.2

11.1

47.5

32.7

54.5

22.8

50.5

12.9

39.6

13.9

13.9

5.0

12.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

育児休業のように一定期間、育児のために休業できる制

度がない

子どもの病気や怪我の世話や予防接種等のための看護等

休暇制度がない

子どもの受け入れ準備や子どもとの交流のための休暇制

度がない

短時間勤務等の制度がない

保育施設等の確保の問題

勤務先や同僚の理解が不十分

就業時間数の調整や欠勤などによる収入の減少

保育施設等の利用に係る経済的負担

その他

支障となったこと（支障となっていること）はない

無回答

全体 男性（n=27） 女性（n=101）
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図表 19 【クロス集計】共働きで乳幼児の受託をする際に支障となったこと×回答者の職業 

 

	  

56.5%

41.3%

60.9%

34.8%

56.5%

15.2%

47.8%

21.7%

17.4%

2.2%

38.9%

25.0%

44.4%

30.6%

38.9%

16.7%

25.0%

11.1%

8.3%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

育児休業のように一定期間、育児のために休業できる制

度がない

子どもの病気や怪我の世話や予防接種等のための看護等

休暇制度がない

子どもの受け入れ準備や子どもとの交流のための休暇制

度がない

短時間勤務等の制度がない

保育施設等の確保の問題

勤務先や同僚の理解が不十分

就業時間数の調整や欠勤などによる収入の減少

保育施設等の利用に係る経済的負担

その他

支障となったこと（支障となっていること）はない

パート・アルバイト（n=46） 正規の職員・従業員（n=36）
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(14) 里親養育の際に、家族や周囲の理解や協力について重要だと思うもの 

 重要（「重要」＋「どちらかといえば重要」）の合計は「パートナーの理解(98.5%)」

「パートナーの家事育児の分担(96.1%)」「子どもや親族の理解(87.3%)」「勤務先や同僚の

理解(85.3%)」「パートナーの働き方の柔軟性(85.2%)」の順で割合が高かった。 

図表 20 里親養育において家族や周囲の理解で重要なもの 

（n=204） 

 
 

	  

95.6

80.4

62.7

40.2

23.5

56.4

37.3

33.8

20.1

45.1

2.9

15.7

22.5

37.7

29.4

30.9

36.3

43.6

38.7

40.2

1.0

1.0

7.4

13.2

23.0

7.8

16.7

14.7

27.9

10.3

2.0

5.4

3.4

10.8

2.5

4.4

6.4

9.3

2.5

1.0

4.9

11.8

1.5

3.4

1.0

2.9

0.5

1.0

1.0

0.5

1.5

1.0

2.0

0.5

1.0

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

パートナーの理解(配偶者や婚姻関係のないパートナー

含む)

パートナーの家事育児の分担(配偶者や婚姻関係のない

パートナー含む)

パートナーの働き方の柔軟性(配偶者や婚姻関係のない

パートナー含む)

親の理解（義理の親等を含む）

親の協力（義理の親等を含む）

子どもや親族の理解（義理の親族を含む）

子どもや親族の協力（義理の親族を含む）

近所や地域の理解

近所や地域の協力

勤務先や同僚の理解

重要 どちらかといえば重要 どちらともいえない どちらかといえば重要でない 重要でない 無回答
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(15) 初めて里親になったときの周囲の反応 

 好意的（「好意的」＋「どちらかといえば好意的」）の合計は「友人(83.3%)」「家族 

(80.9%)」の順で高かった。 

図表 21 初めて里親になったときの周囲の反応 

（n=204） 

 

	  

48.5

49.0

32.8

35.8

26.5

29.4

32.4

34.3

35.3

34.3

28.4

28.4

9.3

13.2

17.6

15.2

21.1

20.6

7.8

2.5

1.0

1.5

3.4

1.5

0.5

0.5

0.5

2.5

3.4

1.5

1.0

12.7

10.8

14.2

13.2

2.0

3.9

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族

友人

近所の人

同僚

上司

勤務先

好意的 どちらかといえば好意的 どちらともいえない

どちらかといえば好意的でない 好意的でない わからない

無回答
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(16) 里親家庭を支援する専門機関のサポートとして重要だと思うもの 

 重要（「重要」＋「どちらかといえば重要」）の合計は、「子どもが家庭復帰するときや

自立する時のサポート(94.6%)」「子どもの発達や成長に関する研修(90.2%)」「家庭訪問や

電話等での養育に関する相談・助言(86.3%)」「里親家庭同士の交流支援(85.8%)」の順で割

合が高かったが、多くの項目で高い割合だった。 

 

図表 22 里親家庭を支援する専門機関によるサポートとして重要なもの  

（n=204） 

 

	  

58.8

53.9

53.9

53.9

54.9

53.9

32.8

50.5

58.3

81.9

31.4

32.4

29.4

30.4

30.9

22.5

30.4

28.9

27.0

12.7

4.4

7.4

10.3

8.8

6.9

15.7

22.5

15.2

11.8

3.9

3.9

4.9

4.4

3.4

4.4

2.0

6.9

1.5

2.0

1.5

1.5

1.5

2.9

2.9

3.4

7.4

2.5

0.5

0.5

0.5

2.5

1.5

1.0

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもの発達や成長に関する研修

家庭訪問や電話等での養育に関する相談・助言（メー

ル、SNSも含む）

学校等や家での様子に応じたカウンセリング等のサービ

ス

先輩里親などによるアドバイスや相談機会の提供

里親家庭同士の交流支援

実子への心理的なサポート

里親家庭の子どもだけで参加できる年間複数のイベント

（子どもが楽しめるキャンプ等）

保育施設・幼稚園や学校等で子どもをサポートしてもら

える支援員制度

子ども自身の生い立ちの理解やアイデンティテイの確立

を助けるライフストーリーワーク等のサポート

子どもが家庭復帰するときや自立する時のサポート

重要 どちらかといえば重要 どちらともいえない どちらかといえば重要でない 重要でない 無回答
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(17) 子どもを養育するための支援や制度の必要性 

 子どもの年代ごとの結果は以下の通りだった。 

図表 23 子どもを養育するための支援や制度の必要性（子どもが０〜２歳の場合） 

（n=204） 

 

75.0

73.0

64.7

62.3

63.7

59.3

62.7

57.4

41.2

40.2

75.5

65.7

57.8

58.3

38.7

22.5

58.3

47.5

47.1

51.0

15.2

18.1

20.1

23.0

23.5

27.9

24.5

27.9

33.3

34.3

14.7

18.6

22.5

27.0

36.8

25.5

29.4

36.3

34.3

28.4

3.4

2.5

8.8

9.8

6.9

4.4

5.9

7.8

17.2

16.2

4.9

8.8

8.8

9.8

12.3

29.4

3.9

9.3

10.8

8.8

1.5

1.5

0.5

0.5

2.9

1.5

1.5

2.0

3.4

1.0

1.5

3.4

1.0

7.4

12.3

2.9

2.5

3.9

4.4

1.5

1.5

2.0

1.5

1.5

1.5

1.5

2.0

2.9

2.5

0.5

2.0

3.4

0.5

1.5

6.4

2.0

1.0

0.5

3.9

3.4

3.4

3.9

3.4

3.9

3.9

3.9

3.4

3.4

3.4

3.4

3.4

3.9

3.4

3.4

3.9

3.4

3.4

3.4

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業のように一定期間、育児のために休業できる制度

子どもの病気や怪我の世話や予防接種等のための看護等休暇制

度

短時間勤務制度（所定労働時間の短縮制度）

残業の免除制度（所定外労働を制限する制度）

時間外労働や深夜残業を制限する制度

子どもの受け入れ準備や子どもとの交流のための休暇制度

就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇（養育両

立支援休暇）（10日以上/年）

フレックスタイムや時差出勤など始業時刻等の変更

テレワーク等（10日以上/月）

育児関連グッズの貸し出し

保育施設や学童の利用

自宅や協力家庭等での子どもの一時預かり（数時間～1日未

満）

施設や協力家庭等での子どもの１日～数日間の預かり

自宅や病院等での病児保育

育児・養育支援（保育所等の送迎、宿題の見守り、外出時の補

助等の育児サポート）

家事支援（食事準備、洗濯、掃除、買い物の代行等のサポー

ト）

子育て等に関する不安や悩みの傾聴、相談・助言

地域の母子保健施策・子育て支援施策等に関する情報提供

子どもとの良いかかわり方を学べるプログラムや講座

子どもの居場所の提供や相談等

必要 どちらかといえば必要 どちらともいえない どちらかといえば不要 不要 無回答
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図表 24 子どもを養育するための支援や制度の必要性（子どもが３〜５歳の場合） 

（n=204） 

 
 

 

52.5

60.8

50.0

55.4

56.9

59.3

56.4

51.0

39.2

31.4

74.0

59.3

59.3

55.4

41.2

26.0

59.8

49.5

56.4

53.4

26.0

27.5

31.4

25.5

24.5

24.5

26.5

31.4

27.5

31.4

13.2

23.5

20.6

24.5

27.5

23.0

25.5

33.8

26.5

27.0

9.8

2.9

9.3

9.8

9.3

4.9

6.9

7.8

23.0

18.6

6.9

6.9

6.9

9.8

14.2

26.5

3.4

7.8

8.3

6.4

2.9

1.0

1.5

1.5

1.0

3.4

2.5

1.0

1.0

7.4

1.5

1.5

2.9

7.8

7.8

2.5

2.0

2.5

2.9

3.4

2.5

2.5

2.5

2.9

2.5

2.5

3.4

3.9

5.4

0.5

3.4

5.9

2.0

3.9

11.3

2.9

1.5

1.0

4.4

5.4

5.4

5.4

5.4

5.4

5.4

5.4

5.4

5.4

5.9

5.4

5.4

5.9

5.4

5.4

5.4

5.9

5.4

5.4

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業のように一定期間、育児のために休業できる制度

子どもの病気や怪我の世話や予防接種等のための看護等休暇制

度

短時間勤務制度（所定労働時間の短縮制度）

残業の免除制度（所定外労働を制限する制度）

時間外労働や深夜残業を制限する制度

子どもの受け入れ準備や子どもとの交流のための休暇制度

就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇（養育両

立支援休暇）（10日以上/年）

フレックスタイムや時差出勤など始業時刻等の変更

テレワーク等（10日以上/月）

育児関連グッズの貸し出し

保育施設や学童の利用

自宅や協力家庭等での子どもの一時預かり（数時間～1日未

満）

施設や協力家庭等での子どもの１日～数日間の預かり

自宅や病院等での病児保育

育児・養育支援（保育所等の送迎、宿題の見守り、外出時の補

助等の育児サポート）

家事支援（食事準備、洗濯、掃除、買い物の代行等のサポー

ト）

子育て等に関する不安や悩みの傾聴、相談・助言

地域の母子保健施策・子育て支援施策等に関する情報提供

子どもとの良いかかわり方を学べるプログラムや講座

子どもの居場所の提供や相談等

必要 どちらかといえば必要 どちらともいえない どちらかといえば不要 不要 無回答
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図表 25 子どもを養育するための支援や制度の必要性（子どもが小学生の場合） 

（n=204） 

 

31.9

44.6

37.3

45.1

47.5

49.5

47.1

46.6

31.4

17.6

61.8

48.5

47.1

40.7

33.3

20.6

53.9

40.2

54.4

54.9

27.9

31.4

27.5

24.5

24.5

28.9

25.5

23.0

24.5

15.7

19.1

25.5

25.0

30.4

31.4

20.6

26.5

31.4

23.5

22.1

16.7

6.9

17.2

13.7

11.8

5.4

11.3

15.2

26.5

25.0

6.9

8.8

9.8

10.8

13.7

27.5

4.9

9.3

8.3

7.4

8.8

3.9

4.4

3.9

3.4

3.4

2.0

1.5

2.0

17.2

1.5

3.9

2.5

2.9

5.4
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育児休業のように一定期間、育児のために休業できる制度

子どもの病気や怪我の世話や予防接種等のための看護等休暇制

度

短時間勤務制度（所定労働時間の短縮制度）

残業の免除制度（所定外労働を制限する制度）

時間外労働や深夜残業を制限する制度

子どもの受け入れ準備や子どもとの交流のための休暇制度

就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇（養育両

立支援休暇）（10日以上/年）

フレックスタイムや時差出勤など始業時刻等の変更

テレワーク等（10日以上/月）

育児関連グッズの貸し出し

保育施設や学童の利用

自宅や協力家庭等での子どもの一時預かり（数時間～1日未

満）

施設や協力家庭等での子どもの１日～数日間の預かり

自宅や病院等での病児保育

育児・養育支援（保育所等の送迎、宿題の見守り、外出時の補

助等の育児サポート）

家事支援（食事準備、洗濯、掃除、買い物の代行等のサポー

ト）

子育て等に関する不安や悩みの傾聴、相談・助言

地域の母子保健施策・子育て支援施策等に関する情報提供

子どもとの良いかかわり方を学べるプログラムや講座

子どもの居場所の提供や相談等

必要 どちらかといえば必要 どちらともいえない どちらかといえば不要 不要 無回答
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図表 26 子どもを養育するための支援や制度の必要性（子どもが中学生・高校生等の場合） 

（n=204） 
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育児休業のように一定期間、育児のために休業できる制度

子どもの病気や怪我の世話や予防接種等のための看護等休暇制

度

短時間勤務制度（所定労働時間の短縮制度）

残業の免除制度（所定外労働を制限する制度）

時間外労働や深夜残業を制限する制度

子どもの受け入れ準備や子どもとの交流のための休暇制度

就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇（養育両

立支援休暇）（10日以上/年）

フレックスタイムや時差出勤など始業時刻等の変更

テレワーク等（10日以上/月）

育児関連グッズの貸し出し

保育施設や学童の利用

自宅や協力家庭等での子どもの一時預かり（数時間～1日未

満）

施設や協力家庭等での子どもの１日～数日間の預かり

自宅や病院等での病児保育

育児・養育支援（保育所等の送迎、宿題の見守り、外出時の補

助等の育児サポート）

家事支援（食事準備、洗濯、掃除、買い物の代行等のサポー

ト）

子育て等に関する不安や悩みの傾聴、相談・助言

地域の母子保健施策・子育て支援施策等に関する情報提供

子どもとの良いかかわり方を学べるプログラムや講座

子どもの居場所の提供や相談等

必要 どちらかといえば必要 どちらともいえない どちらかといえば不要 不要 無回答
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図表 27 【クロス集計】家事支援の必要性×就業状況 

(18) 【現在里親養育中でない方のみ】必要な支援や制度が利用できる場合、養育で

きると思いますか 

 そう思う（「そう思う」＋「どちらかといえばそう思う」）の合計は、89.7%だった。 

図表 28 必要な支援や制度が利用できる場合、養育できると思うか 

（n=39） 

 

注：(14)の設問及び(23)の設問に回答した方（39 名）の集計結果 

 【再掲】図表 16 里親家庭を必要とする子どもがいた場合、養育できると思うか 

（n=39） 

 

注：(14)の設問及び(23)の設問に回答した方（39 名）の集計結果 

64.1% 25.6% 7.7% 2.6%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない

どちらかといえばそう思わない そう思わない

51.3% 30.8% 10.3% 5.1%2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない

どちらかといえばそう思わない そう思わない

 
 

全体 共働き 一方が仕事

をしている 

無回答 

全体 (204) 129 49 26 

  63.2 24.0 12.7 

家事支援（食

事準備、洗

濯、掃除、買

い物の代行等

のサポート） 

子どもが 0〜2 歳の場合 (98) 66 20 12 

  67.3 20.4 12.2 

子どもが 3〜5 歳の場合 (100) 69 18 13 

  69.0 18.0 13.0 

子どもが小学生の場合 (84) 58 15 11 

  69.0 17.9 13.1 

子どもが中学生・高校生等の場合 (50) 40 7 3 

  80.0 14.0 6.0 
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(19) 上記（18）のようにお答えになった理由（自由記述） 

【「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と答えた方の回答】  
・ 里子が病気の時に里父母交互に有休を消化して対応した。その後里子が入院した時には

有休が無くなった。 

・ 現在のように共働き家庭の里親へのサポートがほとんど無しの状態では難しいが、実親

並みの制度があれば共働きでも養育が可能と思います。 

・ 里子を育てるということは、とても大変なこともたくさんありました。 里子とより良

い関係を作るために、里親さんが子育てに専念出来るような制度があれば、働きながら

でも里親出来ると思います 

・ 私はシングルで、頼る親もいません。 里子との関係づくりには、何才であれ家に来た

時（来る前も含む）に集中的な関わりが得に重要です。 集中した休みを取ることが出

来ず退職しかない、という状況を解消してもらいたいです。 

・ 支援があるほうが楽だと思う 

・ 核家族で仕事をしながら養育する場合に不安な部分を、これらの支援により補完できる

と考えられる。 

働いていることで勤務上の時間的な制限がどうしてもある。短期間でも勤務の時間を受

け入れ等の時間にできたら、受け入れやすさは変わると思う。また保育園等も 2 重の措

置で難しいと児相からバッサリ言われたこともおかしいと思っている。 

・ 現在、委託に向けて交流中だが、休みの制度や交通費の補助がなく、少し無理をしてい

ると感じている。 
・ 里子の養育は年齢に関係なく、実子の子育てとは違う。思いがけないことがある。 そ

れに対応するには、時間の融通が効きにくい職種の方には大変なご苦労があると思う。

サービスはありすぎるほど必要。 使うかどうかは里親が決めればいいことだと思う。

サービスがなければ里親は苦労や孤独を感じる。 

・ 特に乳幼児の委託の場合、一時保護の場合、少し誰か見てもらえることができれば、預

かる可能性が広がると思うから 
・ サポートがないよりはできる気はする 

・ 子どもの育成について、ただ衣食住だけの保障だけではない子どもの精神的な面や成長

過程の中での心理的な傷など、充分なケアが必要だと思うのでそのシステムや制度が整

うことで、養育里親も余裕をもって対応ができると思う。 

・ 実子の養育、里子の養育含め支援体制が整うとそれだけ、受け入れやすいと思う。 

・ 里子を迎える準備は整っております。 今年の 10 月に措置解除になりましたが、その後

も夫婦カウンセリングを受け準備は着々と整っております。 

・ 家庭的養護がより良いと言う使命感を感じるから。 

・ 子どもと関わっていたい 
・ 養子に迎えた子に手がかからなくなり、3 人目として家族を迎えたいと長年希望してい

るため。施設生活と家庭生活との差に混乱することを養子を 2 人育てて実感しており、
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社会的養護の子がひとりでも多く家庭生活を経てから自立に向かって欲しいと願うた

め。 
・ 養育していた際に相談先がわからず疲弊した 

・ 子供によっても違うから一概には言えないけれど、相談出来る場所があるだけでも随分

違うと思う。 
・ 色々な支援を支えたら子育てがしやすい。サポートは必要だから。 

・ 協力者が他にもいるとゆう安心感 

・ できるだけ通常の生活を維持しながら、子どもの事情に沿った養育を行うには適切な環

境の整備と関連機関の支援が不可欠だから 

・ 児相のアンケートに回答し、自分の預かれる状況を伝えてあるので。 

・ 元里子の特別養子縁組をしているので、他にも預かれそう 
・ 家庭の諸事情に合わせて可能、不可能あるので 

・ 前年度、中学校に上がるタイミングで、里子ちゃんが別の場所に移りました。 また打

診があれば、受け入れたいです。 
・ 里子を受け入れるのに大きな障害となるのが、時間の確保やその他のサポートであるか

ら。 

・ 活動することを基本に生活を成り立たせています。 
・ サポートはあれば有るほど良い。その児童と里親の力量にあわせてサービスをチョイス

できれば、より児童を理解した養育ができそう。 

・ 急な出張や養育ができない時間の短時間支援やかかわりに関する知識、情報提供がある

と協力できることが増えると考えたから 

・ 制度があろうとなかろうと養育は出来る。ただ多方面からのサポートは必要だと思う。

特に就労(収入)しながらの養育では特に必要。 
・ 御縁に恵まれず、委託を待っている状況が長く続いているため 

・ もっと多方面から支援や協力があったら私も里子も辛い思いをへらせるのではないかと

思いながらずっと養育していたので。 
・ 現在よりも手厚い制度があり、それが実際に利用しやすければ、と思います 

 
【「そう思わない」「どちらかといえばそう思わない」と答えた方の回答】  
・ 年齢やその子の状態により考えたい 

・ 夫の出張が多くなってしまったため 

・ 仕事の都合 
・ 里親の仕事や家事と、里子への直接の支援は分けて考える必要があると思います。多

様な支援は必要と思いますが、里親手当も十分にあるわけですから、里親はその範囲

でできることをやるべきです。例えば、パートで得る収入と、里親手当の額を比較し

て考慮（里親に専念する選択肢を持つ）すべきだと思いますし、そのことが理解でき

る人が里親になるべきだと考えます。 
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(20) 里親推奨度 

 「はい」が 45.1%、「いいえ」が 6.9%、「どちらともいえない」が 39.2%だった。 

図表 29 里親になることを他の人に勧めたいと思うか  

（n=204） 

 
 

  

はい 45.1%

いいえ 6.9%

どちらともい

えない 39.2%

無回答

8.8%
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III． 主な結果とまとめ 

1. 里親として子どもを養育するための支援や制度 
里親養育のための支援や制度について複数回答で尋ねたところ、「必要」の合計の結果

は、主に次のとおりだった。 

Ø 0〜2 歳では「育児のために休業できる制度」「保育施設や学童の利用」「看護等休

暇制度」がいずれも 9 割を超え、休暇・休業や保育に関するニーズが特に高かった。 

Ø 3〜5 歳では「看護等休暇制度」「保育施設や学童の利用」「子育てに関する傾聴、

相談・助言」が約 9 割で、休暇や保育に関するニーズが 3 歳未満と同様に高い。 

Ø 小学生では「保育施設や学童の利用」「子育てに関する傾聴、相談・助言」「子ども

の受け入れ・交流のための休暇制度」「子どもとの良いかかわりを学べるプログラ

ム」「子どもの居場所の提供」「看護等休暇制度」が約 8 割だった。 

Ø 中学生以降では「子育てに関する傾聴、相談・助言」「子どもとの良いかかわりを学

べるプログラム」「子どもの居場所の提供」が 7 割で、「子どもの受け入れ・交流の

ための休暇制度」もニーズが高く 6 割だった。 

 子どもとの関係を築くための時間が確保できる制度に加えて、育児を支える社会資源の活

用を望む声が多く、子どもが小さいうちは特にニーズが高い傾向が見られた。 

 

2. 里親養育の際に、家族や周囲の理解や協力について重要だと思うもの 
 家族や周囲の理解や協力について重要だと思うものについては、「重要」と回答した合計

は、「パートナーの理解(98.5%)」「パートナーの家事育児の分担(96.1%)」「子どもや親族

の理解(87.3%)」「勤務先や同僚の理解(85.3%)」「パートナーの働き方の柔軟性(85.2%)」

の順で割合が高かった。ほとんどがパートナーの理解と、家事育児の分担、働き方の柔軟性

が重要であると回答しており、パートナーとの協力関係や柔軟な働き方の推進は重要だと

考えられる。 

 

3. 初めて里親になった時の周囲の反応 
初めて里親になった時の周囲の反応は、「好意的」と回答した合計は、「友人(83.3%)」

「家族(80.9%)」の順で高かったが、「上司(54.9%)」「勤務先(57.8%)」で「どちらともい

えない」という回答が相対的に多かった。 

 

4. 里親家庭を支援する機関によるサポートとして重要だと思うもの 
里親家庭を支援する機関によるサポートについては、「重要」と回答した合計は、「子ど

もが家庭復帰するときや自立する時のサポート(94.6%)」「子どもの発達や成長に関する研

修(90.2%)」「家庭訪問や電話等での養育に関する相談・助言(86.3%)」「里親家庭同士の交
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流支援(85.8%)」の順で割合が高かった。その他の多くの項目でも割合が高く、里親支援セ

ンター等によるサポートは重視されていた。 

 

5. 共働き世帯が、乳幼児の受託に支障となったこと 
共働き世帯が、乳幼児の受託に支障となったこと（支障となっていることも含む）があれ

ばすべて教えてくださいと複数回答で尋ねたところ、「支障となったこと（支障となって

いること）はない」との回答は 9.3%で、多くの世帯で仕事との両立に何らかの課題が生じ

ていた。内容としては、「子どもの受け入れ準備や子どもとの交流のための休暇制度がない

（51.2%）」「保育施設等の確保の問題（48.1%）」「育児休業のように一定期間、育児のた

めに休業できる制度がない（47.3%）」「就業時間数の調整や欠勤などによる収入の減少

（35.7%）」「子どもの病気や怪我の世話や予防接種等のための看護等休暇制度がない

（34.1%）」が上位５つだった。休暇制度や保育施設の確保の課題に加えて、就業時間の調

整や欠勤による収入減少も課題となっている。「その他」の回答では、児童相談所の訪問

や一時保護委託のために休みを取る必要があること、仕事を辞めた・継続できないといっ

た回答が見られた。 

また、養育経験のある子どもの年齢について、就業状況別でクロス集計したところ、「3

～5 歳」「6～12 歳」は、共働き世帯の養育経験が多い傾向が見られたが、「0～2 歳」「13

歳以降（中学生・高校生等）」は、一方が働いている世帯の方が多かった。その理由として

考えられるのは、「13 歳以降（中学生・高校生等）」については、共働き世帯の方が回答

者の年齢層が若く中学生以降の子どもの養育が少ないこと、「0～2 歳」については、保育

施設を利用できなかったり休業できなかったりすることが児童相談所の委託の判断や里親家

庭の受け入れ可否に関連している可能性があることが挙げられる。 

 

6. 日本は、子どもを生み育てやすい国だと思うかどうか 
子どもを生み育てやすいかどうかは、「そう思う」の合計が 46.1%、「そう思わない」の

合計が 53.4%だった。クロス集計では、「そう思う」の合計が、一方が働いている世帯に比

べて、共働き世帯が約 17％低い結果であり、共働きの方が子どもの育てやすさに困難を感

じていることが推察される。 

 

7. 里親推奨度 
里親になることを他の人に勧めたいと思うかについては、「はい」が 45.1%、「いいえ」

が 6.9%、「どちらともいえない」が 39.2%だった。「はい」の回答が半数以下であること

は、今後里親になりえる他の人に対して里親から十分な推奨ができないことを意味してお

り、新規のリクルートや里親の継続性にも影響する可能性がある。 
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8. 今後に向けて 
本アンケート調査の結果では、特に子どもが小さいうちの休暇や保育施設等の利用ニー

ズが顕著に高い傾向が見られた。保育施設等の利用について、国は社会的養護が必要な場

合も優先利用の対象として周知しているところであるが、自由記述では児童相談所から二重

措置となるため断られたとの回答もあった。養育里親が法定では育児休業や看護休暇等を利

用できないことは、特に乳幼児の養育において支障となっている可能性が示唆される。 

子どもにとって里親家庭に委託されてから一定期間は、それまでの日常生活からの変化が

大きく、心身に負担がかかりやすい時期である。この期間は、子どもにとって里親との関

係性を築き、安心して生活を送れるようになるために大事な時期であり、里親家庭にとっ

ても家族生活に変化が生じて負荷がかかる場合も多い。里親が働いている場合であっても、

この時期に育児休業や短時間勤務などを通じて、子どものニーズに応じた時間を里親が十

分に確保することができれば、その後の子どもの安定に寄与すると考えられる。 

また、里親家庭に委託されるまでに逆境的な体験をしている子どもも少なくなく、委託後

に一定期間が経過した後も、子どもが特別なケアを必要とする場合も多い。子どもの基本的

なニーズを満たせるよう、里親家庭が養育やすい制度を基盤として整えることはもとより、

個々の子どものアセスメントを定期的に行って、関係機関が支援をコーディネイトしていく

ことで、子どもの特別なニーズに対応できる体制づくりが求められる。 

里親制度は、公的責任のもとで子どもを養育する国の制度である。虐待を受けた経験のあ

る子どもを施設が受け入れる場合は、人件費等の経費のための被虐待児受入加算があるが、

里親家庭においても、子どものケアに時間を要することは同様である。本来、子どものニー

ズに対応するために里親が金銭的損失(育児費用負担や収入減少)を被るべきではなく、経済

的な補償のあり方の検討は急務である。 

 

  

（出典：令和 5 年度版厚生労働白書―つながり・支え合いのある地域共生社会―） 

 

専業主婦世帯が少数となり共働き世帯・単身世帯が増加するなかで、里親が利用できる制

度が整備されなければ、現役世代の里親リクルートがより難しくなることや、里親登録後に

子どもの委託につながらない家庭が増えること、委託後に子どものニーズに合わせた養育が
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困難になること、負担が過重となって予期しない措置変更につながることなどが懸念され

る。特に乳幼児期の子どもの基本的なケアニーズを満たすにあたっては、子どもや里親家庭

の状況に応じて利用する制度の選択が可能となるように制度を整えておくこと、また、それ

より年長の子どもであっても、子どもに合わせて養育者が選んで使えるよう、余裕を持った

制度を整えておく必要がある。 

子育てにおいて柔軟な働き方ができることの重要性は、法的な親子だけでなく、里親家

庭にとっても同様である。子どもの状況やニーズに応じて、里親が一定期間の休暇や短時間

勤務、保育施設の利用をしやすくなることは、子どもと里親に意義があるだけでなく、企業

等にとっても社員の離職防止に貢献するものだろう。一般の子育て支援を強化するととも

に、里親制度特有のニーズを考慮し、里親を含めた包括的な子育て支援の制度検討が期待

される。 

 

今後は以下の点について、早い段階でさらなる検討が望まれる。 

（１） 子どもの委託前や委託後の休暇取得や柔軟な働き方を可能にする制度の検討 

（２） 保育施設や学童の優先的な利用、レスパイト等の利用のしやすさの向上 

（３） 子どもの養育に伴う里親の経済的負担（育児費用負担や収入減少）の解消 

（４） 子どもの自立・家庭復帰に向けた支援や子どもの特性や障害等に応じた支援実施 

（５） 子どもの定期的なアセスメントと、ニーズに合わせた支援のコーディネイト 

（６） 子どもの特別なケアニーズに対応するための課題把握や支援体制の検討 

（７） 制度や施策の評価を行うための、里親のサポートニーズや里親推奨度・養育継続意

向に関する経年比較可能な調査実施 

 

 

 

 

最後に、本調査にご協力いただきました認定 NPO 法人日本こども支援協会の皆様、設問数

が多く回答の負担が高かったにもかかわらず、ご回答いただいた里親の皆さま、日本財団の

皆さま、本調査にご協力くださったすべての皆さまに心より御礼申し上げます。 

 

早稲田大学調査チーム一同 
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